
　１．はじめに

　昭和３５年に制定された道路交通法によって、身体

障害者に対する運転免許の取得の道が開かれ、昭和

３６年から国立身体障害者更生指導所（当センターの

前々身）において、我が国で最初の自動車訓練が開

始されて以来、平成１４年３月末では、身体障害者を

受け入れている教習所は全国で約７９７か所に増加し、

また、平成１３年１２月末、身体障害者の運転免許取得

者は、明らかになっている者（補聴器、車両限定、
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　国立身体障害者リハビリテーションセンターで自動車訓練を受けた脳疾患を有する者を

対象に、自動車運転の実態についてアンケート調査を行った。訓練実施例の多くの者が頻

繁に自動車を運転しており、視覚に問題がない者、実車評価の良好な者が多く存在してい

た。年間の交通事故率と違反率は、他の調査結果と比較して差はみられず、検査機器を用

いた評価の良好な者は交通事故が少なかった。本研究において、脳疾患を有する者に対す

る自動車運転の評価と再教育の重要性とともに、交通事故原因の詳細な調査の必要性が明

らかになった。また、交通事故を起こした者の身体所見と運転中の注意事項が抽出された。
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義手・義足の免許条件付与人員）だけで、全国で約

２３．５万人に達している。

　このような状況で、特に脳疾患を有する者＊１の自

動車運転状況については、岡本ら１）が失語症患者１２

例の調査結果から、運転を継続している者の特徴を

挙げ、また、脳卒中患者２１例に対しても同様の調査

を実施し、患者自身は安全運転に心掛けており、一

方的に危険視する必要はないとの報告をしている。

西田ら２）は、アンケート調査から、片麻痺患者の運

転許可基準を報告している。しかし、運転の継続状

況、交通事故発生状況、運転中止の理由等について

の詳細な調査報告は少ないのが現状である。

　本調査では、現在、当センターで行っている自動

車訓練に関わる検査、訓練、指導、助言の効果と、

自動車訓練指導上の方策を検討することを目的に、

自動車訓練を受けた脳疾患を有する者を対象に訓練

終了後の運転実施状況、交通事故と交通違反の発生

状況、運転中の注意事項などについて郵送によるア

ンケート調査を実施した。

　２．対象と調査方法

　２－１　対象者

　発症前に運転免許を取得していた者（以下「中途

障害者」という）で、平成１年１月～１３年７月の間

に、当センターにおいて自動車運転に関わる評価や

訓練を受けた肢体不自由者のうち、脳疾患を有する

者１９７名を対象とした。なお、自動車訓練は、担当

する医師が自動車訓練を受けられる程度の障害と判

断した者を対象としている。アンケート調査では運

転をしなかった理由、運転を中止した理由、交通事

故の回数、運転中に特に注意している事項等につい

て調べ、運転をしなかった理由、運転を中止した理

由、運転中に特に注意している事項、利用目的は複

数回答とした。実施期間は、平成１３年１０月５日～１３

年１１月３０日の約２か月間であった。１９７名中５２名は

転居先不明で返送され、１４５名のうち９０名の有効回

答（６２．１％）を得ることができた。

　アンケート調査に回答のあった９０名のうち、男性

は８０名（８８．９％）、女性は１０名（１１．１％）であった。平

均年齢は５０．４±１３．１歳、年齢層別では２０～２９歳が８

名（８．９％）、３０～３９歳が１４名（１５．６％）、４０～４９歳が

１３名（１４．４％）、５０～５９歳が２７名（３０％）、６０～６９歳が

２６名（２８．９％）、７０～７９歳が２名（２．２％）であった。

　脳疾患の内容として脳梗塞３６名（４０％）、脳出血３４

名（３７．８％）、脳挫傷が１３名（１４．４％）、脳炎・脳腫瘍・

脳幹部血管炎などのその他の脳疾患は７名（７．８％）

であった。

　麻痺の部位では左片麻痺４９名（５４．４％）、右片麻痺

２８名（３１．１％）、その他の麻痺１３名（１４．４％）であった。

　身体の機能状況については、下肢の麻痺が軽度の

者は３８名（４２．２％）、中等度４５名（５０％）、重度７名（７．８

 ％）であり、その中で失調を伴う者、対麻痺の者そ

れぞれ５例、３例であり、対側の切断は１例にみら

れた。また、上肢の麻痺が重度の者は８例であった。

感覚障害については記載のあった中で６５％に認めら

れ、その約半数は軽症であった。

　２－２　訓練前評価項目３～５）

　当センターでは、自動車運転時の安全性を確保す

るために、運転能力検査という呼称を使い訓練前に

静的場面で行う検査機器等を用いた評価と、動的場

面で行う実車評価を行っている。

�警察庁方式運転適性検査Ｋ‐２

　心理的原因により交通事故を起こしやすい運転者

を発見し、運転者教育に役立てることを主な目的と

したペーパーテストである。状況判断力と動作の速

さの評価値は２～１０段階で、総合判定値は１～５段

階で評価した。

�処置判断検査

　継続的に変化する事態に対する注意配分、注意力

の持続の程度を検査する器械検査である。一定速度

で回転する回転盤を利用し、的確なハンドル操作が

出来るか否かの検査を行い、注意力を１～５段階で

評価した。

�大脳活動計

　大脳のいろいろな働きを総合した性能を計って、

大脳全体の覚醒度や意識レベルを知ろうとして考案

された器械検査である。制限時間の中で数字の順序

の間違いを発見させる検査を行い、正答できた周波

数（１Ｈｚ～１０Ｈｚ）を測定した。

�視力検査

　両眼の静止視力を測定した。

�動体視力検査

　動体視力（視標速度３０ｋｍ／ｈ）を測定し、動体視力

測定カードに基づき照合して１～５段階に評価した。

�夜間視力検査

　０．２の視標を使い明所視状態から暗順応に移った

際の視認時間を測定し、１～５段階に評価した。

Ｏｃｔ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．２ （　）６１

脳疾患を有する者の自動車運転状況と交通事故状況 １３３
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症状を有する者。



�視野検査

　単眼ずつ水平方向の視野を測定して最大値を求め

た。

�実際に自動車を運転した際の運転状況の評価（以

下「実車評価」という）

　発症後に自動車訓練コース内で初めて運転した内

容を、運転基礎感覚の評価項目表に基づいて５段階

評価した。具体的な課題は、運転免許取得者なら誰

でもができる基礎的な課題で、①発進と停止、②合

図、③安全確認、④走行位置、⑤走行速度の５項目

である。評価は、各課題が履行できるか、できない

かだけを評価し、①～⑤の５項目の課題が全てでき

ない、または１項目の場合は「最重度（評価値１）」、

２項目できた場合は「重度（評価値２）」、３項目で

きた場合は「中度（評価値３）」、４項目できた場合

は「軽度（評価値４）」、５項目全てできた場合は「問

題なし（評価値５）」とした（Table 1）。

　３．結果

　３－１　運転実施状況

　訓練終了後、現在も運転している者が６０名

（６６．７％）と最も多く、次に訓練終了後は全く運転し

たことがない者が２０名（２２．２％）で、訓練終了後には

運転していたが調査時には運転していない者が１０名

（１１．１％）であった。

　訓練終了後に全く運転しなかった２０名に対して、

その理由を一人につき３項目以内で回答を求めた。

回答結果を大別すると、身体面に不安があって運転

しなかった者が１１件、運転を控えるように助言を受

けて運転しなかった者が９件、安全面に不安があっ

て運転しなかった者が６件、他の交通機関を利用す

る者が６件であった。個々の項目についてみると、

当センターで運転を控えるように助言を受けたが最

も多く７件であった。次に運転に自信がない、事故

などが心配、バスや電車などの交通手段を利用する

がそれぞれ６件、発作を起こす恐れがある、障害が

進行した、試験場で運転を控えるように助言を受け

たがそれぞれ２件であった。

　訓練終了後には運転していたが調査時には運転を

していない１０名に対して、その理由を一人につき３

項目以内で回答を求めた。回答結果を大別すると、

身体面と安全面に不安があって運転を中止した者は

それぞれ５件、他の交通機関を利用する者が２件で

あった。個々の項目についてみると、事故などを心

配する者が最も多く４件、次に運転に自信がない、

障害が進行したがそれぞれ２件であった。　

　自動車を運転したことがある７０名の運転開始時期

は、直ぐに運転を始めた者が５０名（７１．４％）、６か月

以内に運転を始めた者が１６名（２２．９％）、７～１２か月

が３名（４．３％）、２４か月を超えてから運転を始めた

者が１名（１．４％）であった。約９４％の者が訓練終了

後、６か月以内の早い段階で運転を始めていた。

　自動車を運転したことがある７０名の運転頻度は、

毎日運転している者が４０名（５７．１％）、週３回以上運

転をしている者が１６名（２２．９％）、週１、２回運転して

いる者が９名（１２．９％）、月１～３回が５名（７．１％）

であり、約９割の者が頻繁に運転していた。

　自動車を運転したことがある７０名の自動車の主な

利用目的について、一人につき２項目以内で回答を

求めた。買物・通院など日常生活に利用している者

が４８件（６８．６％）、レジャーに利用している者が２５件

（３５．７％）、通勤に利用している者が１９件（２７．１％）、

仕事で利用している者が１３件（１８．６％）、その他の目

的で利用している者が２件（２．９％）であった。

　なお、運転実施状況について脳疾患の内容別、麻

痺の部位別、年齢別で検討したが、統計学的には変

化はなかった。

　３－２　運転実施状況と運転能力検査結果（訓練

前評価）

　静的場面で行った検査の中では、警察庁方式運転

適性検査Ｋ‐２の総合判定値や状況判断力の評価値の

高い者、処置判断検査の注意力の評価値、動体視力、

夜間視力の評価値の高い者、水平方向の視野が広い

者は運転継続した者が有意に多かった（Table 2）。

特に水平方向の視野では、運転した者は平均１６９．２±

１５．４度、運転しなかった者は平均１５４．０±３０．７度で有

意差があった（ｐ＜０．０１）。アンケートに回答のあっ

た９０名の中で、半盲の有無が明らかな８８名を対象に

終了後の運転状況をみると、半盲がある者７名の中

で運転したことがある者２名（２８．６％）、運転したこ

とがない者５名（７１．４％）で、半盲がない者８１名の中

で運転したことがある者は６７名（８２．７％）、運転した

ことがない者１４名（１７．３％）であり、半盲の有無と運

転状況に有意差があった（ｐ＜０．０１）。なお、半盲が

あって運転をした２名の麻痺の部位は左片麻痺であ

った。しかし、警察庁方式運転適性検査Ｋ‐２動作の

速さの評価値、大脳活動計検査の測定値、静止視力

の２群間には有意差がなかった。

　また、動的場面で行った実車評価との関係をみる

と、運転した者の評価値は平均３．６±１．２、運転しなか
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Table 1　運転基礎感覚の評価項目

　 年　 月　 日評　 価　 の　 課　 題
（ 観 察 事 項 ）評価項目

判　　定合計得点

０点　　不合格
１点　　合　格点

０
１

①前進・後退及び駐車のための操作は安全、円滑にできるか
　（操作の仕方は分かるか、ブレーキペダルを操作してからセレクトレバーを操作してい
るか、サイドブレーキ、セレクトレバーの操作を忘れていないかを観察する）

発進
・
停止

１

１点以下　不合格
２点以上　合　格

点

０
１

②発進・駐車時に合図を出しているか
　（発進や駐車をする前に合図を出すかを観察する）

合　
　

図
２ ０

１
③右左折時に合図を出しているか
　（合図時機の良否ではなく、合図の出し忘れはないかを観察する）

０
１

④進路変更時に合図を出しているか
　（合図時機の良否ではなく、合図の出し忘れはないかを観察する）

１点以下　不合格
２点以上　合　格

点

０
１

⑤発進時、目視またはミラーで安全確認をしているか
　（安全確認を忘れないか、発進直前に確認しているかを観察する）

安
全
確
認
・
範
囲

３
０
１

⑥交差点で左右の安全確認をしているか
　（左右の安全確認を忘れないか、右折・右カーブ時に右方を、左折・左カーブ時に左方
を目視で見ているか、目線の先行はあるかを観察する）

０
１

⑦前方を注視の状態で左横、右横を注意することができるか
　（前方注視の状態で左側及び右側にある標識ポール等と、運転している自動車の前端、
または、運転席と合わせることができるかを観察する）

３点以下　不合格
４点以上　合　格

点

０
１

⑧常時、左側通行ができるか
　（特に、右左折や狭路通過後に右側通行をしないか観察する）

走
行
位
置
感
覚

４

０
１

⑨道路左端に駐車することができるか
　（ミラーは使用せず前方注視の状態で、脱・接輪をしないで寄れるかを観察する）

０
１

⑩道路の左端を約３０ｋｍ／ｈ以上の速度で直進走行することができるか
　（ミラーは使用せず前方注視の状態で、車が左右へふらつかず、脱・接輪をしないで左
端を直進できるかを観察する）

０
１

⑪左側及び右側の障害物と間隔を保つことができるか
　（前方注視の状態で立体障害物の横を通過する時に、直近、１ｍ、２ｍの間隔が保てる
かを観察する）

０
１

⑫右左折、カーブの走行位置は安定しているか
　（大回り・小回りをしないか、同じ場所の曲進路で走行位置が大きく乱れないかを観察
する）

０
１

⑬右左折時に進路変更をしているか
　（進路変更することを忘れていないか、合図をする前に進路を変えていないか、合図→
確認→進路変更の一連の流れができるかを観察する）

０
１

⑭進路変更後に安定した進路を保つことができるか
　（寄り幅は安定しているか、走行位置を保てるか、ふらつかないかを観察する）

０点　　不合格
１点　　合　格

点

０
１

⑮走行場所に応じてメリハリのある速度で走行することができるか
　（低速走行をしてないか、直線路で加速するか、右左折・カーブ・狭路へ進入する時に
減速の遅れはないか、速度を保てるかを観察する）

走
行
速
度

５

【総合判定】
　各項目について、「はい」は１点、「いいえ」は０点として加算する。合格した評価項目の合計個数によって５段階に判定する。
　１項目以下→最重度　２項目→重度　３項目→中度　４項目→軽度　５項目→問題なし

脳疾患症例の運転基礎感覚評価を行うにあたっての注意事項

１．評価の対象者

（１）　著しい高次脳機能障害がない者
（２）　日常生活動作がおおむね自立している者
（３）　評価課題の説明が理解できる者

２．得点について

（１）　評価項目に問題があって、指導や助言を行ったが１時限以内
に改善されなかった場合は０点とする。

（２）　評価項目に問題がない場合。または、評価項目に問題があっ
ても指導や助言により１時限以内に改善された場合は１点と
する。

３．注意事項

　評価を行う際は、運転の上手さ、または技能試験の採点基準に基
づいて観察するのではなく、その行為ができるか、できないかを客
観的に評価する。

４．脳疾患が原因で失敗しやすい運転内容について

半側空間無視、注意の障害、遂行機能の障害が原因で以下の問題点が
みられる。
（１）　サイドブレーキやセレクトレバーを操作せずに発進しようと

すること、左側の縁石に接触すること、直線や曲進で走行位
置が安定しないこと、特に左曲進ではハンドルを切る時機が
遅れること、障害物との側方間隔を保てない等がみられる。

（２）　標識、標示、矢印信号を見落としやすいこと、走行場所が変
わった時に速度変化が遅れること、安全確認を忘れること、
段取りよく発進ができないこと、右左折や進路変更時に合図
をださないこと、減速時機が遅れること、速度にメリハリが
ない等がみられる。



った者は平均２．１±０．９で有意差があった（ｐ＜０．０１）。

アンケートに回答のあった９０名の中で、実車評価結

果が明らかな８８名を対象に終了後の運転状況をみる

と、運転基礎感覚が「問題なし」の者２３名は全て運

転したことがあり、「軽度」の者は１２名中１１名（９１．７

 ％）、「中度」の者は２２名中１７名（７７．３％）、「重度」

の者は２６名中１７名（６５．４％）が運転したことがあり、

「最重度」の者５名は全ての者が終了後に運転をした

ことがなかった。また、調査時の運転状況をみると、

運転基礎感覚が「重度」の者は終了後に１７名は運転

をしたが、事故などが心配、運転に自信がないこと

を理由に、約半数の８名が運転を中止していた。

　３－３　交通事故と違反の発生状況

　自動車を運転したことがある７０名のうち、訓練終

了後から調査時点の間に、交通事故を起こしたこと

がない者４９名（７０％）、交通事故を起こしたことがあ

る者２０名（２８．６％）、交通事故の有無が不明の者１名

（１．４％）であった。事故回数の内訳は、１回の者１５

名（２１．４％）、２回以上が４名（５．７％）、事故の回数

不明が１名（１．４％）であった。

　交通事故を起こしたことがある２０名に対して、事

故発生状況を質問したところ、事故を起こす前に接

触しそうであると気づいた者は１５名（７５％）、事故を

起こすまで接触に気づかなかった者は５名（２５％）で

あり、事故を起こす前に接触しそうであると気づい

たが、判断の遅れや操作の不適切で、事故を回避す

ることができなかった者が多く存在した。

　自動車を運転したことがある７０名のうち、訓練終

了後から調査時点の間に、交通違反をしたことがな

い者４０名（５７．１％）、交通違反をしたことがある者２９

名（４１．４％）、交通違反の有無が不明の者１名（１．４％）

であった。違反回数の内訳は、１回の者１８名

（２５．７％）、２回以上が９名（１２．９％）、違反の回数不

明が２名（２．９％）であった。

　３－４　交通事故・違反と身体状況

　自動車を運転したことがある７０名について、脳疾

患の内容と交通事故の有無との関係をみると、脳卒

中５４名中、交通事故を起こしたことがない者４１名

（７５．９％）、交通事故を起こした者１２名（２２．２％）、事

故の有無が不明な者１名（１．９％）で、脳挫傷は１０名

中、交通事故を起こしたことがない者４名（４０％）、

交通事故を起こした者６名（６０％）で、その他の脳疾

患６名の中では、交通事故を起こしたことがない者

４名（６６．７％）、交通事故を起こした者２名（３３．３％）

であり、脳挫傷群は交通事故を起こした者が有意に

多かった（ｐ＜０．０５）。しかし、脳疾患の内容と交通

違反の有無には有意差はなかった。

　自動車を運転したことがある７０名について、麻痺

の部位と交通事故の有無との関係をみると、左片麻

痺３７名中、交通事故を起こしたことがない者２９名

（７８．４％）、交通事故を起こした者７名（１８．９％）、事

故の有無が不明な者１名（２．７％）で、右片麻痺は２１

名中、交通事故を起こしたことがない者１４名

（６６．７％）、交通事故を起こした者７名（３３．３％）で、

その他の麻痺１２名の中では、交通事故を起こしたこ

とがない者６名（５０％）、交通事故を起こした者６名

（５０％）であり、その他の麻痺群は交通事故を起こし

た者が有意に多かった（ｐ＜０．０５）。しかし、麻痺の

部位と交通違反の有無には有意差はなかった。

　自動車を運転したことがある７０名について、年齢

と交通事故の有無との関係をみると、３９歳以下１６名

中、交通事故を起こしたことがない者７名（４３．８％）、

交通事故を起こした者９名（５６．３％）で、４０歳以上の

５４名中、交通事故を起こしたことがない者４２名

（７７．８％）、交通事故を起こした者１１名（２０．４％）、事

故の有無が不明な者１名（１．９％）であり、３９歳以下

の群は交通事故を起こした者が有意に多かった（ｐ

＜０．０１）。しかし、年齢と交通違反の有無には有意

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．２ 平成１６年１０月（　）６４

熊倉良雄、並木　勉、菊屋喜与雄１３６

Table 2　運転継続状況と運転能力検査結果との関係

運転しなかった
ｎ＝２０

運転した
ｎ＝７０検査項目

２．２±０．７＊２．６±０．９＊警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（総合判定値）

３．８±１．４＊４．７±１．７＊
警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（状況判断力の
評価値）

４．２±２．３４．４±１．９
警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（動作の速さの
評価値）

１．６±０．８＊２．０±０．９＊処置判断検査（注意力
の評価値）

４．０±０．８４．４±１．６大脳活動計検査
（測定値）

０．８±０．４０．９±０．３静止視力
（測定値）

１．６±１．０＊＊２．３±１．３＊＊動体視力
（評価値）

２．７±１．２＊＊３．５±１．０＊＊夜間視力
（評価値）

１５４．０度±３０．７＊＊＊１６９．２度±１５．４＊＊＊水平方向の視野
（測定値）

２．１±０．９＊＊＊３．６±１．２＊＊＊実車評価（運転基礎感
覚の評価値）

注）平均、標準偏差。＊ｐ＜０．０５、＊＊ｐ＜０．０２、＊＊＊ｐ＜０．０１。



差はなかった。

　自動車を運転したことがある者の中で、半盲と交

通事故の有無が明らかな６８名について、交通事故と

の関係をみると、半盲のある者２名の中で交通事故

を起こした者２名（１００％）で、交通事故を起こした

ことがない者はいなかった。半盲がない者６６名の中

で交通事故を起こした者１８名（２７．３％）で、交通事故

を起こしたことがない者４８名（７２．７％）であった。

　３－５　交通事故と運転能力検査結果（訓練前評

価）

　自動車を運転したことがある７０名に対して、静的

場面で行った検査の中では、警察庁方式運転適性検

査Ｋ‐２の評価項目である状況判断力の評価値、動作

の速さの評価値、処置判断検査の注意力の評価値が

高い者、また動的場面で行った実車評価の評価値が

高い者は、交通事故が有意に少なかった（ｐ＜０．０５）

（Table 3）。しかし、警察庁方式運転適性検査Ｋ‐２の

総合判定値、大脳活動計検査、静止視力、動体視力、

夜間視力、水平方向の視野と交通事故の有無に有意

差はなかった。

　３－６　運転中の注意事項

　自動車を運転したことがある７０名について、運転

中、特に注意していることがあるか否か質問したと

ころ、注意していることがある者５６名（８０％）、注意

していることはない者１４名（２０％）であった。具体的

にどのようなことに注意をしているか、一人につき

３項目以内で回答を求めた。速度を控えていると回

答した者が３２件（４５．７％）と最も多く、長時間の運転

を控えている２３件（３２．９％）、夜間の運転を控えてい

る２０件（２８．６％）、降雨時の運転を控えている１２件

（１７．１％）、狭い道を通らないようにしている１１件

（１５．７％）、発作を起こさないように薬を服用してい

る８件（１１．４％）、運転する区間を自宅と病院などの

限られた範囲にしている７件（１０％）、高速道路の運

転を控えている、助手席に同乗者を乗せ助言を受け

ている者はそれぞれ５件（７．１％）であった。

　４．考　察

　過去３年間の我が国の運転免許保有者数と身体障

害者の運転免許条件付与人員を、各年の１２月末で比

較すると、運転免許保有者数は平成１１年７３，７９２，７５６

人、平成１２年７４，６８６，７５２人、平成１３年７５，５５０，７１１人

で前年比１０１．２％、１０１．２％となっている。これに対

し身体障害者の運転免許の条件付与人員は、平成１１

年２２６，６７６人、平成１２年２３１，４６２人、平成１３年２３５，３５６

人で前年比１０２．１％、１０１．７％であり、全運転免許保

有者数に占める割合は約０．３％と多くはないが、身

体障害者の運転中の安全性を確認することは重要で

あるため、本研究を行った。

　交通事故発生状況は、年間の交通事故率をみるた

めに運転継続年数と交通事故回数の明らかな運転者

群５９名を対象とした。現在も運転を継続している５９

名の平均運転年数は６年で、交通事故の発生総件数

は２１件であることから、年間の平均交通事故件数は

３．５件である。対象とした５９名で年間３．５件の交通事

故が発生することから脳疾患を有する者の年間の交

通事故率は約５．９％であった。

　Ａｌｌａｎ Ｆ． Ｗｉｌｌｉａｍｓら６）の年齢と交通事故の調査で

は、年間交通事故率が最も低率であった５０～５９歳が

約３．６％、２０歳以上は約５．４％で、調査対象者全体の

年間交通事故率は約６．３％であった。我が国の平成

１３年末の運転免許保有者数は７５，５５０，７１１人で、平成

１３年中の全国での交通事故発生件数は約４１５万件（人

身事故９４７，１６９件、物損事故約３，２００，０００件）である

ことから、全国での年間交通事故率の平均は約５．５％

と推察される。Ａｋｉｏ Ｔａｋｅｄａら７）の自動車運転とて

んかんの調査では、てんかん症例全体の年間交通事

Ｏｃｔ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．２ （　）６５

脳疾患を有する者の自動車運転状況と交通事故状況 １３７

Table 3　交通事故状況と運転能力検査結果との関係

交通事故あり
ｎ＝２０

交通事故なし
ｎ＝４９検査項目

２．３±０．８２．７±１．０警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（総合判定値）

４．１±１．２＊５．０±１．９＊
警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（状況判断力の
評価値）

３．５±１．４＊＊＊４．８±２．０＊＊＊
警察庁方式運転適性検
査Ｋ‐２（動作の速さの
評価値）

１．７±０．７＊２．２±１．０＊処置判断検査
（注意力の評価値）

４．６±１．８４．４±１．５大脳活動計検査
（測定値）

１．０±０．３０．９±０．２静止視力
（測定値）

２．５±１．５２．２±１．２動体視力
（評価値）

３．６±０．９３．４±１．１夜間視力
（評価値）

１６４．３±２３．１１７１．３±１０．６水平方向の視野
（測定値）

３．１±１．２＊３．８±１．１＊実車評価（運転基礎感
覚の評価値）

注）平均、標準偏差。＊ｐ＜０．０５、＊＊＊ｐ＜０．０１。



故率は７．４％で、てんかんのコントロールされてい

る者の年間交通事故率は５．３％、てんかんのコント

ロールされていない者の年間交通事故率は９．６％で

あった。

　また、交通違反発生状況は、年間の交通違反率を

みるために運転継続年数と交通違反回数の明らかな

運転者群５８名を対象とした。現在も運転を継続して

いる５８名の平均運転年数は６．１年で、交通違反の発

生総件数は３４件であることから、年間の平均交通違

反件数は５．６件である。対象とした５８名で年間５．６件

の交通違反が発生することから脳疾患を有する者の

年間の交通違反率は約９．７％であった。我が国の交

通違反の発生状況は、平成１３年中の取り締まり総件

数は７，７７４，３９８件であることから、全国での年間交

通違反率の平均は１０．３％と推察される。脳疾患を有

する者に対して行ったアンケートの範囲で、年間交

通事故率と年間交通違反率をみると、調査対象者は

少ないが、交通事故率と交通違反率は高率でなかっ

た。ただし、年間事故率等については警察庁の発表

する交通事故発生件数等と比較して、我々の調査は

アンケート方式のため自己申告のうえ、交通事故の

定義も個人によって異なることが予想される等の不

確定要素を含んでいることを考慮する必要がある。

　訓練終了後の運転実施状況をみると、訓練終了後

に運転をしたことがある者が全体の約８割、また、

現在も運転を継続している者が約７割を占め、訓練

生の多くは社会生活を営む上で自動車を活用してい

た。運転の頻度についてみると、週１、２回以上運

転している者が約９割を占め、自動車の利用目的は

買い物・通院などの日常生活に利用している者が多

く存在した。

　進藤ら８）が行った同様の調査で運転継続状況、年

齢別の運転継続状況、運転頻度の三つの点を比較し

てみると、運転を継続している者が３５．１％で、我々

の調査結果と比較して低い率を示している。自動車

訓練は、担当する医師が自動車訓練を受けられる程

度の障害と判断された者が対象となっていて、脳疾

患を有する者を全て訓練の対象としていないため、

運転実施状況に差が生じたものと思われた。

　年齢層別で運転を継続している者の割合をみると、

３９歳以下で運転を継続している者５８．３％、４０～４９歳

は３３．３％、５０～５９歳は３８．１％、６０歳以上は２１．９％を

示し、年齢によって有意差があることを指摘してい

るが、我々の調査では統計学的には年齢、脳疾患の

内容、麻痺の部位によって運転継続者に変化はなか

った。調査対象者の違いはあるものの、運転を継続

できる条件は年齢等だけではなく、自動車の運転に

必要な能力の残存程度（個人差）が大きく影響してい

るものと思われた。

　運転頻度では、週１回以上運転している者が９５．１ 

％を占め、我々の調査でも同様の傾向を示しており、

自動車の運転が可能な脳疾患者は、社会生活を営む

上の移動手段として自動車を頻繁に活用しているこ

とが分かった。

　運転中、特に注意している事項をみると、走行速

度・長時間運転・夜間運転を控えることで安全を図

っている者が多く存在していることは、検査結果と

実車評価結果に基づく指導、助言が活かされていた

ものと推測できる。宮森ら９）の調査でも、制限スピ

ードを守る、車間距離に気をつける等、発病後の運

転の安全性に関して自覚している者が多く存在して

いた。脳疾患を有する者は、道路交通法を遵守する

だけでなく特に運転中の走行速度の管理、運転時間

の管理、運転時間帯の管理を積極的に行う必要があ

るものと思われた。

　訓練終了後に、全く自動車を運転しなかった者の

理由は、項目別では、運転を控えるように助言を受

けたためが最も多かった。運転を控えるように助言

を受けた場合でも、管轄の運転免許試験場で行われ

る臨時適性検査の結果に問題がなければ、最終的に

は個人の責任において、運転するかしないかを判断

することができる。この状況で、敢えて運転しない

ことを選択した背景には、自動車訓練室で行った検

査及び実車評価結果に基づく指導や助言に、納得し

て従った結果が表れたものと推測できる。

　訓練終了後には運転していたが調査時には運転を

していない者の運転中止理由は、項目別では事故な

どが心配なためが最も多く、運転をしたものの安全

面に不安を感じ自主的に中止したものと思われた。

　訓練終了後に全く自動車を運転しなかった者と、

調査時には運転をしていない者の運転中止理由を比

較すると、全く運転しなかった者は、身体面の不安

と当センターや試験場等の助言に従った者が多かっ

た。これに対して調査時には運転をしていない者は、

身体面の不安と安全面の不安が多く、運転中止理由

に異なる傾向がみられた。

　進藤ら８）の調査では、運転を中止した理由は身体

に自信がない者（運転能力が不安、再発や発作が不

安など）が８７．９％と著しく多くみられたが、本調査

対象者においては実際に実車評価や訓練を行うため、
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自己の運転能力を自覚して助言に従い運転を中止し

た者、また、運転に対する漠然とした不安だけでな

く具体的に事故の危険性を感じて運転を中止した者

が多くみられた。一度運転を開始すると他の者に自

動車運転に関する助言や指導を受ける機会は少なく、

自分自身が身体面と安全面に不安を感じるまで運転

を継続するため、自動車運転について定期的な検査

を行い安全確保に努める必要があるものと思われた。

　交通事故を起こした時の状況をみると、交通事故

総合分析センターが１９９７年に行った調査１０）では、

交通事故の主な原因として、認知ミスによるところ

が大きいとされている。我々の調査では、事故を起

こすまで接触に気づかないことが原因で事故を起こ

した者が２５％、事故を起こす前に接触しそうである

ことに気づいたが、判断や操作の不適切が原因で事

故を起こした者が７５％であった。２５％を認知ミスと

考えると異なる傾向を示した。今回の郵送によるア

ンケート調査の範囲では、交通事故時の状況を詳し

く把握するのは困難であるため、異なる傾向を示し

た原因は不明である。

　アンケート調査に回答のあった９０名に対し、訓練

終了後の指導と助言について質問したところ、終了

後は、自動車運転について指導や助言を受けたこと

がない者が７５名（８３．３％）、指導や助言を受けたこと

がある者１２名（１３．３％）、不明が３名（３．３％）で、訓

練終了後に指導や助言を受けた者は少なく、今後も

増加発生が予測される中途障害者の再教育の問題点

を示している。また、指導や助言を受けたことがあ

る１２名に対し、具体的にどのような人から指導や助

言を受けたか複数回答を求めた。運転免許試験場職

員（障害が発生したための臨時適性検査の時）が最

も多く７件（７．８％）、次に教習所職員（高齢者講習、

その他の講習会時など）３件（３．３％）、医師、作業療

法士・理学療法士（通院の時）が３件（３．３％）であった

ことから、中途障害者の自動車運転に関わる系統だ

った再教育の必要性を示唆している。

　一方、訓練前評価として実施した運転能力検査で

は、静的場面で行う警察庁方式運転適性検査Ｋ‐２の

総合判定値と状況判断力の評価値、及び処置判断検

査の注意力の評価値によって運転継続状況に有意差

がみられた。また、視力検査では、静止視力の測定

値ではなく動体視力と夜間視力の評価値及び視野に

よって運転継続状況に有意差がみられた。特に視野

の広さで運転継続状況に差がみられたのは、半盲を

有する者は運転を控えた者が多く存在したためであ

る。半盲のある者の終了後の運転状況を詳しくみる

と、右同名半盲のある３名の中で運転したことがあ

る者は１名、左同名半盲のある４名の中で運転した

ことがある者は１名であり、運転したことのある２

名は交通事故を起こしていた。自動車の運転は特に

目から入る情報に頼る割合が高いため、視覚に問題

があると運転を難しくしているものと考えられる。

また、実際の運転場面では、交通状況の変化に素早

く対応できるよう自然に目線は遠方に集中し、近く

の交通状況は周辺視野を使ってみていることが多い。

半盲があると近くの交通状況の変化に気づかず、危

険な状況に陥る可能性が考えられるため運転を控え

るべきであり、我々もそのように助言している。過

去に脳出血による右片麻痺、右同名半盲の障害を有

する者に対して、意識的に右方を注意することで右

同名半盲を補うことができるかをみるため、路上に

おいて２７時限の訓練を行った事例では、単純な交通

状況では危険な場面はないものの、右から横断して

くる歩行者、右方から発進してくる自動車等がある

と、センターラインを越えて自分の進路前方へ出て

来るまで全く気づかず助言や補助ブレーキを必要と

した。この状態は、訓練時限に関係なく認められた

ことから、意識的に右方を注意しても右同名半盲を

補うことはできないことが分かった。

　訓練前評価として動的場面で行う実車評価は、運

転操作力、持続力、操作の円滑性、乗降と車椅子の

積み下し及び運転基礎感覚の状況を把握し、運転す

る自動車の選択、運転用補助装置の選択、訓練方法

の検討、訓練の見通し等を立てることを主眼に行っ

ている。脳疾患を有する者は、実車評価の課題の中

で自動車運転時に必要な車両感覚、段取り、安全確

認などの運転基礎感覚に問題が発生することが多い

ため、これを主とした。特に、運転基礎感覚に問題

のある者は、運転しなかった割合が高く、運転基礎

感覚の程度に応じて終了後の自動車運転状況に有意

差があることから、脳疾患を有する者の自動車運転

の可否と運転継続を判断するためには実車評価を行

うことが有効であると推測された。脳疾患を有する

者は高次脳機能障害を伴うことがあって、運転の可

否の判断が困難であると推測されるが、実車評価の

中の運転基礎感覚に問題がない者は運転継続例が多

かった。

　次に、訓練前評価として実施した運転能力検査で

は、静的場面で行う警察庁方式運転適性検査Ｋ‐２の

状況判断力の評価値と動作の速さの評価値、及び処
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置判断検査の注意力の評価値によって交通事故の有

無に有意差がみられた。警察庁方式運転適性検査Ｋ‐

２では、検査結果に基づいて問題となった評価項目

の一般的な指導順位が定められている。本調査の範

囲でみると、動作の速さの評価値によって交通事故

の有無に有意差があるものの、一般的な指導順位で

は比較的低位となっているため、脳疾患を有する者

に対しては、動作の速さの評価値にも注意して指導

や助言を行う必要があるものと思われた。身体所見

では、脳挫傷の者と３９歳以下の者は交通事故を起こ

した者が有意に多かった。

　５．まとめ

　訓練終了後に自動車を運転した者は高率で、運転

頻度は高かった。訓練終了後、自動車を全く運転し

なかった者の中には当センターの助言に従った者が

多く存在した。交通事故発生状況は、訓練終了後か

ら調査時点の間に交通事故を起こしたことがある者

が２８．６％存在し、年間の交通事故率では５．９％であ

った。交通違反については、訓練終了後から調査時

点の間に交通違反をしたことがある者が４１．４％存在

し、年間の交通違反率では９．７％であった。年間の

交通事故と交通違反の発生率は、頻繁に運転してい

る者が多数存在していたが、平成１３年中の全国の平

均交通事故率と比較して差はみられなかった。また、

運転中は、走行速度・長時間運転・夜間運転を控え

ることで安全を図っている者が多く存在した。訓練

終了後は自動車運転について指導や助言を受けたこ

とがない者が８３．３％と高率で、たとえ助言を受けた

場合でも職種が偏ることから、脳疾患を有する者に

対する系統だった再教育の必要性を示唆していた。

また、交通事故を起こした原因は他の調査結果と異

なることから、交通事故を起こした原因を詳しく調

査し、その原因を明らかにすることで脳疾患を有す

る者の交通事故をさらに減らせる可能性があるもの

と思われた。

　運転能力検査のうち、運転継続状況に影響した検

査は、水平方向の視野と実車評価であることが分か

った。自動車運転の可否は、これらの評価結果に基

づいて指導や助言を行う必要があると思われた。ま

た、交通事故状況に影響した検査は、静的場面で行

った検査機器等であることが分かった。　脳疾患を

有する者の運転能力を適性に評価するためには、こ

れらの検査を組み合わせて総合的に判断する必要が

あると思われた。今後も症例を蓄積し、評価方法等

についてさらに確実にしていく必要がある。
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